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証券コード 2391 
平成30年10月４日 

株 主 各 位 
 

東 京 都 港 区 浜 松 町 一 丁 目 3 1 番 
 

 
 

代表取締役社長 田 上 正 勝 
 

第33回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知 
 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 さて、当社第33回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使
書用紙に賛否をご表示いただき、平成30年10月24日（水曜日）午後５時までに到着する
ようご返送くださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 

記 
 
１． 日 時  平成30年10月25日（木曜日）午前10時 

 （なお、受付開始時間は、午前９時とさせていただきます。） 

２． 場 所  東京都港区浜松町一丁目31番 

文化放送メディアプラス12階 文化放送メディアプラスホール 

 （末尾の会場ご案内図をご参照ください。） 

３． 会議の目的事項 

 報告事項  第33期（平成29年８月１日から平成30年７月31日まで） 

事業報告及び計算書類報告の件 

 決議事項   

 第１号議案 剰余金の処分の件 

 第２号議案 取締役８名選任の件 

 第３号議案 監査役１名選任の件 

 第４号議案 補欠監査役１名選任の件 

 第５号議案 役員賞与支給の件 

 第６号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申し上げます。 
◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、インターネット上の当社

ウェブサイト（https://www.planet-van.co.jp/）に掲載させていただきます。 
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(添付書類) 
事 業 報 告 

(平成29年８月１日から 
平成30年７月31日まで ) 

 
１．会社の現況に関する事項 
 
(1) 事業の経過及び成果 

当事業年度における日本経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで景気が緩やかに回

復し、個人消費も持ち直してきました。当社事業が中心的に関わる一般消費財流通業界に

おいては、引き続きインバウンド需要（日本を訪れる外国人観光客による需要）や、高単

価・高付加価値商品への国内需要が好調に推移しました。一方で、少子高齢化の進展、店

頭での販売競争の常態化、ネット販売の拡大をはじめとした消費者購買チャネルの変化、

人件費・物流費の高騰等により厳しい環境が続きました。また、働き方改革の機運が高ま

るなか、業務効率化による労働生産性向上への関心が徐々に高まりました。 

このような状況のもと、当社は、「プラネット ビジョン２０２５」に基づき、中立的

な立場で「企業間取引における業務効率の追求」「企業間におけるコミュニケーションの

活性化」「流通における情報活用の推進」「社会に役立つ情報の収集と発信」を行うこと

で業界と社会に貢献すべく各施策への取り組みを継続いたしました。 

特に、ＩＴ環境が変化し続けるなかでも継続的に安定したサービスを提供するため、６

年ぶり７度目となる大規模なネットワーク基盤の刷新を行い、データの処理能力を大幅に

向上させました。また、東京・富山の２拠点に同様のネットワーク基盤をそれぞれ配置し

両拠点のデータを同期して処理する方式にいたしました。その結果、大規模災害発生時に

も短時間で拠点を切り替えることを可能とし、耐障害性も大幅に向上させることが可能と

なりました。さらに、第９次ＥＤＩ料金改定による値下げを実施し、特にボリュームディ

スカウントが効きやすくなったデータ種の利用が伸びることになりました。 

これらの取り組みの結果、主にＥＤＩ通信処理データ量が増加したことに支えられ、当

事業年度の売上高は2,998,645千円（前期比0.8％増）となりました。また、ＥＤＩのネッ

トワーク基盤の刷新に伴う運用の見直し等により売上原価が減少したこと等により、営業

利益は705,659千円（前期比2.7％増）、経常利益は718,813千円（前期比1.9％増）となり、

さらに関係会社株式売却益等の計上により、当期純利益は536,882千円（前期比12.1％

増）となりました。 
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事業部門別の売上高 
 

部    門 
第32期 第33期(当期) 前期比 

増減 売上高(千円) 構成比(％) 売上高(千円) 構成比(％) 

E D I 事 業 2,612,923 87.9 2,652,831 88.5 1.5％増 

データベース事業 339,823 11.4 325,377 10.8 4.3％減 

そ の 他 事 業 21,576 0.7 20,436 0.7 5.3％減 

合    計 2,974,322 100.0 2,998,645 100.0 0.8％増 

プラネットの事業部門は、基幹系サービスである「ＥＤＩ事業」と、情報系サービス

である「データベース事業」「その他事業」から構成されております。 

① ＥＤＩ事業 

日用品・化粧品、ペットフード・ペット用品、ＯＴＣ医薬品（一般用医薬品）に加

え、健康食品や介護用品等の隣接した各業界において、メーカー・卸売業間の「基幹

ＥＤＩ」サービスのさらなる普及活動を継続いたしました。 

また、業界のオンライン取引の一層の推進を図るべく、「基幹ＥＤＩ」サービスと

「資材ＥＤＩ」サービスでＪＸ手順におけるインターネット手順に対応するとともに、

主に中小メーカー・大手卸売業間の「Ｗｅｂ受注－仕入通信サービス『ＭＩＴＥＯＳ

（ミテオス）』」や、卸売業の販売実績をメーカーに通知する「販売データ」を簡易

に利用できる「販売レポートサービス」のサービスリニューアルに注力いたしました。

これらの活動により、新規利用社数及び新規接続本数が順調に増加し、全体として売

上が増加いたしました。 

さらに、平成 31 年 10 月から始まる消費税軽減税率制度へのメーカー・卸売業間の

業務対応や軽減税率ＥＤＩフォーマットへの対応について、引き続き業界関係者への

情報提供に努めました。 

これらの結果、売上高は前期比 1.5％の増収となりました。 

 

② データベース事業 

各データベースサービスの付加価値向上のための取り組みを継続いたしました。 

小売業の店舗や、卸売業の支店・物流センター等を示す「標準取引先コード」を蓄

積した「取引先データベース」において、さらなる機能改善に向けた調査を継続いた

しました。 
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また、日用品・化粧品、ペットフード・ペット用品、ＯＴＣ医薬品等の商品情報を

蓄積した「商品データベース」において、登録及び利用推進のための機能改善を行う

とともに、商品情報の収集に努めました。さらに、今後もインバウンド需要の増加が

予想されるため、「商品データベース」の多言語対応に関する調査研究を進め、一般

財団法人流通システム開発センターが提供する多言語商品情報提供サービス（Ｍｕｌ

ｐｉ）への商品情報提供を開始いたしました。あわせて、メーカー・卸売業・小売業

に限定して提供してきたサービスの一部を、それ以外の企業・団体にも提供できるよ

うにいたしました。 

しかし、ＥＤＩ通信処理データ量の増加を促すべく改定した料金体系において、取

引先データベースの利用料金と可変長式ＥＤＩ利用料金を調整した結果、取引先デー

タベースの売上高が減少し、売上高は前期比 4.3％の減収となりました。 

 

③ その他事業 

業界の膨大な取引データをビッグデータとして上手く活用することで実現し得る

「見える化サービス」の調査研究及び開発への取り組みを継続いたしました。 

なお、バイヤーズネット等の売上については大きな変動がなかったため、売上高は

前年とほぼ同等となりました。 
 

 (2) 設備投資の状況 

当事業年度の設備投資総額は、409,035 千円であり、主なものは次のとおりであり

ます。 
 

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム シ ス テ ム 改 善 投 資 127,362千円 

E D I サ ー ビ ス シ ス テ ム 改 善 投 資 104,988千円 

データーベースサービスシステム改善投資 81,726千円 
 
 (3) 資金調達の状況 

 当事業年度において資金調達は行っておりません。 

 
 (4) 対処すべき課題 

当社の関連する流通業界のＩＴ化の分野については、企業の経営合理化推進とネッ

トワークインフラの整備とがあいまって引き続き安定的な成長が見込まれます。 

当社はこのような状況を踏まえて次のような事業展開を進めてまいります。 
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① ＥＤＩ事業 

通信技術の進歩に伴い、製品製造の資材調達からその製品が消費者の手に渡るまで

のすべてのプロセスを効率化・改善・管理していくためのデータ交換が必要とされて

おります。 

そのために、メーカーと卸売業間の「基幹ＥＤＩサービス」等の普及を推進してま

いります。また、ＥＤＩは企業の基幹系業務の効率化には欠かせない機能であること

から、特に卸売業にとって取引先メーカーのＥＤＩ利用によるオンライン化比率の向

上が課題となっていることを受けて、本格的なＥＤＩ利用が進まない中小規模メーカ

ーへ、簡易にＥＤＩ利用ができる「Ｗｅｂ受注－仕入通信サービス『ＭＩＴＥＯ

Ｓ』」を引き続き提案してまいります。 

進化する情報通信環境に応じたデータ通信手順の選択、先進的な技術を基盤とした

より安全で強固なシステムの構築等の取り組みを鋭意継続するとともに、日用品・化

粧品、ペットフード・ペット用品、及びＯＴＣ医薬品に加え隣接する各業界へのＥＤ

Ｉ普及活動を続け、中長期的に安定した成長を目指してまいります。 

② データベース事業 

「取引先データベース」については、全国の小売業店舗・卸売業拠点約 43 万件の

情報を常にメンテナンスして、メーカーがＥＤＩとともに利用するマーケティング情

報として有効に活用できるよう利用価値を高め、営業活動等を通じて一層の利用拡大

を図ってまいります。 

「商品データベース」については、商品の規格情報・商品画像情報等の一層の拡充

に努めるとともに、登録推進・利用促進を図ってまいります。 

③ その他事業 

引き続き、メーカー・卸売業等のマーチャンダイジング業務を支援する情報提供サ

ービス「バイヤーズネット」の運用を継続してまいります。 

さらに、「見える化サービス」の提供へ向けた取り組みを進めてまいります。 
 

 

 



〆≠●0 
01_0743801103010.doc 
 9/19/2018 11:15:00 AM印刷 5/13 
 

― 6 ― 

(5) 財産及び損益の状況 
 

期 
 

区 分 

第30期 
平成26年８月１日から 
平成27年７月31日まで 

第31期 
平成27年８月１日から 
平成28年７月31日まで 

第32期 
平成28年８月１日から 
平成29年７月31日まで 

第33期(当期) 
平成29年８月１日から 
平成30年７月31日まで 

売 上 高(千円) 2,815,611 2,902,262 2,974,322 2,998,645 

経 常 利 益(千円) 741,196 700,626 705,480 718,813 

当 期 純 利 益(千円) 443,774 447,845 478,843 536,882 

１株当たり当期純利益(円) 66.92 67.54 72.21 80.97 

純 資 産(千円) 3,248,418 3,653,084 3,817,055 4,442,829 

１ 株 当 た り 純 資 産 額(円) 489.89 550.92 575.65 670.02 

総 資 産(千円) 4,014,926 4,476,746 4,634,771 5,506,527 

 
(6) 重要な親会社及び子会社の状況 

   ① 親会社の状況  

    該当事項はありません。 

  ② 重要な子会社の状況 

    該当事項はありません。 
 
(7) 主要な事業内容 

当社は、歯磨、石鹸、化粧品、芳香剤、紙製品、ワックス、医薬品、衛生用品、日

用雑貨品、化粧雑貨品、ペット用品等の流通に関するコンピュータ利用システムの研

究、開発、情報の提供及びコンサルティング、通信処理の受託及び仲介、コンピュー

タシステムの運営管理を主要な事業内容としております。 

 

(8) 事業所   本社  東京都港区浜松町一丁目31番 

 

 (9) 従業員の状況 
  

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

42名 2名増 43.4歳 12.4年 
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２．会社の株式に関する事項 
 
 (1) 発行可能株式総数        15,360,000株 

 

 (2) 発行済株式の総数         6,632,800株（自己株式1,911株を含む） 

 

(3) 株主数                1,068名 

 

(4) 大株主（上位10名） 
 

株  主  名 持株数(株) 持株比率(％) 

ラ イ オ ン 株 式 会 社 1,066,400 16.08 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・ 

株 式 会 社 イ ン テ ッ ク 口 ） 
1,058,400 15.96 

ユ ニ ・ チ ャ ー ム 株 式 会 社 300,800 4.54 

株 式 会 社 資 生 堂 300,800 4.54 

サ ン ス タ ー 株 式 会 社 300,800 4.54 

ジ ョ ン ソ ン 株 式 会 社 300,800 4.54 

エ ス テ ー 株 式 会 社 300,800 4.54 

日 本 製 紙 ク レ シ ア 株 式 会 社 300,800 4.54 

牛 乳 石 鹸 共 進 社 株 式 会 社 300,800 4.54 

和 田  昌 彦 178,500 2.69 

（注) １ 持株比率は、自己株式を控除して算出しております。 
２ 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・株式会社インテック口）の

持株数1,058,400株は株式会社インテックから同信託銀行へ信託設定された信託財産で
あります。信託契約上当該株式の議決権は株式会社インテックが留保しております。 
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３．会社の新株予約権等に関する事項 
 
(1) 当事業年度末日において会社役員が有する新株予約権の内容の概要 

  該当事項はありません。 

   

(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況 

  該当事項はありません。 

 

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項 

  該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項 
 
(1) 取締役及び監査役の氏名等 

 
地    位 氏    名 担当及び重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 会 長 玉 生 弘 昌  

代 表 取 締 役 社 長 田 上 正 勝 執行役員社長 

常 務 取 締 役 松 本 俊 男 執行役員常務 ネットワーク推進本部長 

取 締 役 山 崎 哲 哉 執行役員 経営本部長 

取 締 役 濱  逸 夫 
ライオン株式会社 代表取締役、社長執行役員 
取締役会議長、最高経営責任者 

取 締 役 石 井 貞 行 株式会社インテックソリューションパワー 代表取締役社長 

取 締 役 廣 田 光 次  

常 勤 監 査 役 黒 岩 昭 雄  

監 査 役 井 上 展 成 井上法律事務所 弁護士 

監 査 役 石 垣 禎 信  

 
（注) １ 取締役濱逸夫、石井貞行、廣田光次の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ

ります。 
２ 監査役井上展成、石垣禎信の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
３ 取締役廣田光次、監査役井上展成の両氏は、東京証券取引所に対し、独立役員として届け

出ております。 
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(2) 責任限定契約の内容の概要 

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 

当社の社外取締役及び社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第

425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。 

 

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額 

   取締役  ７名   185,818千円 （うち社外取締役３名 4,818千円） 

   監査役  ３名   33,200千円 （うち社外監査役２名 8,600千円） 

      （注） 上記の報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額32,000千円

及び役員退職慰労引当金の繰入額23,200千円を含んでおります。 
 
(4) 社外役員に関する事項 

① 重要な兼職先と当社との関係 

社外取締役濱逸夫氏は、ライオン株式会社の代表取締役を兼務しております。同

社は当社の株式を保有しており、当社は同社の持分法適用会社であります。また、

同社は当社の通信処理サービスを利用しております。 

社外取締役石井貞行氏は、平成30年３月31日まで、株式会社インテックの専務執

行役員、社会システム戦略事業部長を兼務しておりました。同社は当社の株式を実

質的に保有しており、当社は同社の持分法適用会社であります。また、同社は当社

のネットワークの運用監視業務及びシステム開発を受託しております。なお、平成

30年４月１日以降は同社の子会社である株式会社インテックソリューションパワー

の代表取締役社長を兼務しております。 

社外監査役石垣禎信氏は、平成30年６月27日までＴＩＳ株式会社の社外取締役を

兼務しておりました。株式会社インテックは、同社の完全子会社であります。 
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② 当事業年度における主な活動状況 

氏    名 主 な 活 動 状 況 

濱  逸 夫 
（社外取締役） 

当事業年度開催の取締役会12回のうち11回に出席し、他の上場企業の 
代表取締役としての知識と経験から、当社の経営全般に対し意見を述 
べるなど、必要な発言を適宜行っております。 

石 井 貞 行 
（社外取締役） 

当事業年度開催の取締役会12回全てに出席し、議案の審議等に際し必
要な発言を適宜行っております。 

廣 田 光 次 
（社外取締役） 

当事業年度開催の取締役会12回全てに出席し、議案の審議等に際し必
要な発言を適宜行っております。 

井 上 展 成 
（社外監査役） 

当事業年度開催の取締役会12回のうち11回に出席するとともに、監査
役会13回のうち12回に出席し、主に弁護士としての専門的見地からの
発言を行っております。 

石 垣 禎 信 
（社外監査役） 

当事業年度開催の取締役会12回のうち10回に出席するとともに、監査 
役会13回のうち10回に出席し、議案の審議等に際し必要な発言を適宜 
行っております。 

 
５．会計監査人の状況 
 
  (1) 会計監査人の名称 
     仰星監査法人 

 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支払額 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項の業務に係る報酬等の額 14,000千円 

 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額 ― 

   
（注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

 

(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由 

当社監査役会は、取締役、関係部門及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を

受けた上で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況、報酬見積もり

の算定根拠について確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したた

め、会計監査人の報酬等の額について同意しております。 
 
  (4) 非監査業務の内容 
     該当事項はありません。 
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(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

当社監査役会は、会計監査人が会社法第 340 条第 1 項の各号のいずれかに該当する

と認められた場合、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、

監査役は解任後最初に招集される株主総会において、解任の旨及びその理由を報告い

たします。 

また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、

適正な監査の遂行が困難であると認められる場合、当社監査役会は、会計監査人の解

任または不再任の方針に関する議案を決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、

当該議案を株主総会に提出いたします。 
 

６．業務の適正を確保するための体制及び運用状況 
 
 Ⅰ 業務の適正を確保するための体制の概要 
 

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の

業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。 
 

(1) 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は『企業理念』に則った「企業行動憲章」並びに「企業行動指針」を制定し、

役員及び従業員がそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題として捉え行動

するように定める。 

② コンプライアンス全体を統括する組織として、代表取締役社長を委員長とする『コ

ンプライアンス委員会』を設置し、社長直轄の専任担当が事務局を務める。 

③ 監査役及び社長直轄の専任担当は連携した監査等を通じてコンプライアンス上の状

況・問題点を把握し、コンプライアンス委員会に報告する。報告を受け、コンプラ

イアンス委員会は問題点の改善に努める。 

④ コンプライアンスを確保するため、コンプライアンス上疑義のある行為について、

常勤監査役を窓口として使用人が直接通報する社員通報窓口を設置する。 
 
(2)  取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 企業理念である「流通業界の情報インフラストラクチャー」としての役割を果たす

ため、ユーザー情報や社内情報についてその機密性を尊重し、適切な情報管理（作

成・保存）を行う。 

② 実現を確実にするためＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１が定める原則及び規範・基準等に

則り適切な情報管理を推進する。 

③ 情報セキュリティ担当役員を委員長とする「情報セキュリティ委員会」がセキュリ

ティ監査の報告等を踏まえ、主体的に問題点の改善や答申等を進める。 

④ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理について規範・規程を定め、適切に

整理・保存する。 
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⑤ 監査役は、取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理が関連諸規程に則り実施

されているか監査し、必要に応じて取締役会に報告する。 
 
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 当社は、リスク管理に関する総括責任者として、リスク管理担当役員を責任者とす

る『事業継続計画委員会』を設置し、全社横断的なリスク管理体制を設ける。 

② 万が一、事業活動上の重大な事態が発生した場合には、「事業継続計画」に基づき、

代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置して迅速な対応を行い、損失・被害

を最小限にとどめる体制を整える。 

③ 監査役及び社長直轄の専任担当は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を執

行役員会に報告する。執行役員会は定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把

握と改善に努める。 
 

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 定例の取締役会を原則として月１回開催し、経営上の重要な意思決定と取締役の職

務執行並びに執行役員の業務執行の監督を行う。 

② 業務執行の強化と意思決定の迅速化を意図して執行役員制度を導入し、原則として

月２回の執行役員会を開催し、業務執行に関する意思決定を迅速に行う。 

③ 事業運営については、将来の事業環境を踏まえ、中期経営計画及び各年度計画を立

案し、全社的な目標設定と管理を行う。 
 
(5) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

① 監査役がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、必要に応じて監査役

と取締役会が協議のうえ指名する。監査役が要請する期間は指名された使用人の指

揮・命令・考課の権限は監査役に委譲される。 

② 監査役の職務を補助する使用人の異動及び考課については監査役の同意を必要とす

る。 
 

(6) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す 

る体制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 取締役及び使用人は、会社に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したとき

は、法令に従い直ちに監査役に報告するよう指導・徹底を図る。 
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② 監査役は重要な意思決定の過程及び取締役の職務執行の状況を把握するため「取締

役会」に出席する。加えて常勤監査役は、「執行役員会」、「コンプライアンス委

員会」等重要な会議に出席して職務の執行状況を把握するとともに、主要な稟議書

及び職務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じ取締役または使用人に説明

を求める。その状況に関して社外監査役とも情報交換を密にして共有化を図り、監

査の実効性確保に努める。 

③ 監査役の有する独立性と権限により監査の実効性を確保するとともに、その職務を

補助する使用人及び会計監査人と緊密な連携を保ちながら、監査成果の達成を図る。 
 

(7) 反社会的勢力を排除するための体制 

① 当社は「企業行動憲章」に基づき、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力 

  との対決姿勢を貫く。 

② また、対応統括部署において、情報を一元的に管理し外部機関との連携を図る。 
 

Ⅱ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 
 

上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。 
 

(1) 内部統制基本方針の改定 

当社は少なくとも年一度、内部統制基本方針について関連法令の改定や内外環境の変化

等を踏まえて、見直しの要否を検討しております。当事業年度においては、平成 29 年

７月 25 日の当社取締役会の決議により内部統制基本方針の一部改定を行っております。 
 

(2) コンプライアンスに対する取り組みの状況 

当社は代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、定期的に開催

することによって、コンプライアンスの状況を把握するとともに問題点の改善に努めて

おります。 
 

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する状況 

情報セキュリティ担当役員を委員長とする情報セキュリティ委員会を定期的に開催する

とともにＩＴ全般統制に係る監査を年１回行い、問題点の洗い出し及びその改善を進め

ております。 
 

(4) 損失の危機の管理についての取り組みの状況 

当社はリスク管理担当役員を責任者とする事業継続プロジェクトを定期的に開催し、全

社横断的にリスク管理体制の検証及び見直しを行っているとともに、同プロジェクトが

主催する、大規模災害等を想定したシステム障害の対策訓練を定期的に実施することに

よって、不測の事態に備えております。 
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(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることに対する取り組みの状況 

当社は執行役員制度を導入し原則として月２回執行役員会を開催することにより、迅速

で機動的な意思決定を行っております。 

取締役会は原則として月１回開催し、社外取締役及び常勤監査役・社外監査役も出席し、

経営上の重要な意思決定について、活発な意見交換が行われており、監督の実効性は確

保されているものと考えております。 
 

(6)  監査役の監査が実効的に行われていることに対する取り組みの状況 

監査役会は原則として月１回開催し、監査に関する重要な事項について、報告・協議を

行っております。 

また、監査役及び社長直轄の専任担当による業務監査にて、コンプライアンス、情報セ

キュリティ、リスク管理状況等も含めた監査を行うことによって複合的に業務の適正を

確保するための体制を担保しております。 

 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 (注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 



〆≠●0 
02_0743801103010.doc 
 9/14/2018 9:25:00 AM印刷 1/11 
 

― 15 ― 

貸 借 対 照 表 
 

(平成30年７月31日現在) 
（単位 千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 
 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 及 び 備 品 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

ソフトウエア仮勘定 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

敷 金 及 び 保 証 金 

保 険 積 立 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 

2,286,947 

1,793,722 

443,675 

13,470 

18,230 

17,949 

△100 
 

3,219,579 

38,751 

14,890 

23,861 

736,174 

720,019 

14,772 

1,383 

2,444,654 

1,552,384 

678,105 

51,783 

122,492 

39,894 

△6 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

資 産 除 去 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

 

527,116 

147,054 

119,384 

21,683 

158,366 

24,486 

32,000 

24,141 

536,581 

156,440 

155,600 

11,774 

212,766 

 

負 債 合 計 1,063,698 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

 別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式 

評価 ･換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

 

3,703,686 

436,100 

127,240 

127,240 

3,142,133 

18,700 

3,123,433 

830,000 

2,293,433 

△1,786 

739,142 

739,142 

純 資 産 合 計 4,442,829 

資 産 合 計 5,506,527 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,506,527 
 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

( 平成29年８月１日から 
平成30年７月31日まで ) 

（単位 千円） 

科           目 金           額 

売 上 高  2,998,645 

売 上 原 価  1,031,333 

売 上 総 利 益  1,967,312 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,261,652 

営 業 利 益  705,659 

営 業 外 収 益  13,154 

受 取 利 息 21  

受 取 配 当 金 2,752  

有 価 証 券 利 息 8,752  

雑 収 入 1,627  

経 常 利 益  718,813 

特 別 利 益  74,580 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,824  

関 係 会 社 株 式 売 却 益 71,756  

特 別 損 失  10,658 

固 定 資 産 除 却 損 658  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 9,999  

税 引 前 当 期 純 利 益  782,736 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  263,212 

法 人 税 等 調 整 額  △17,357 

当 期 純 利 益  536,882 
 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(平成29年８月１日から 
平成30年７月31日まで ) 

（単位 千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

当 期 首 残 高 436,100 127,240 127,240 18,700 790,000 2,061,786 2,870,486 

事業年度中の変動額        

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △265,235 △265,235 

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 40,000 △40,000 ― 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 536,882 536,882 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

― ― ― ― ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 40,000 231,646 271,646 

当 期 末 残 高 436,100 127,240 127,240 18,700 830,000 2,293,433 3,142,133 
 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

当 期 首 残 高 △1,786 3,432,040 385,014 385,014 3,817,055 

事業年度中の変動額      

 剰余金の配当 ― △265,235 ― ― △265,235 

 別途積立金の積立 ― ― ― ― ― 

 当 期 純 利 益 ― 536,882 ― ― 536,882 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

― ― 354,127 354,127 354,127 

事業年度中の変動額合計 ― 271,646 354,127 354,127 625,773 

当 期 末 残 高 △1,786 3,703,686 739,142 739,142 4,442,829 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 
 

    その他有価証券 

時価のあるもの………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することができな

い複合金融商品については、複合金融商品全体を時価評価し、評

価差額を当事業年度の損益に計上しております。 

また、社債のうち、「取得原価」と「債券金額」との差額の性格

が金利の調整と認められるものについては、償却原価法により原

価を算定しております。 

時価のないもの………… 移動平均法による原価法によっております。 

関連会社株式………………移動平均法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産…………… 
（リース資産を除く) 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

建物     ８年～18年 

器具及び備品 ５年～20年 

無形固定資産…………… 
（リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、のれんについては５年間の定額法、またソフトウエア（自

社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

リース資産……………… 

 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額

法によっております。 

３．引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金……………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金……………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

(3) 役員賞与引当金………… 役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上

しております。 
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(4) 退職給付引当金………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金…… 役員退職慰労金の支出に備えるため、規程に基づく当事業年度末

要支給額を計上しております。 

４．消費税等の会計処理……… 税抜方式によっております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．有形固定資産の減価償却累計額           52,461千円 

 ２．関係会社に対する金銭債権・債務 

    短 期 金 銭 債 権              33,521千円 

    短 期 金 銭 債 務              228,447千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

  関係会社との取引高 

    売   上   高               181,457千円 

    仕   入   高              745,767千円 

    その他の営業取引高               97,031千円 

    営業取引以外の取引高              333,784千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 １．当事業年度の末日における発行済株式の総数  普通株式   6,632,800株 

 ２．当事業年度の末日における自己株式の数    普通株式      1,911株 

３．配当に関する事項 

(1) 配当支払額 

決  議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成29年10月25日 
定時株主総会 

普通株式 132,617千円   20円 
平成29年 
７月31日 

平成29年 
10月26日 

平成30年２月22日 
取締役会 

普通株式 132,617千円   20円 
平成30年 
１月31日 

平成30年 
４月４日 
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(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

①配当金の総額        132,617千円 

②配当の原資          利益剰余金 

③１株当たり配当額         20円 

④基準日        平成30年７月31日 

⑤決議予定日      平成30年10月25日 

⑥効力発生日      平成30年10月26日 

 

（金融商品に関する注記） 

１. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については大半を短期的な預金で運用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。なお、一部の余剰資金を高い利回りで運用することを目的として債

券及びデリバティブを組み込んだ複合金融商品への投資を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券並びに関係会社株式は、業務上の関係を有する会社の株式、その他有価証

券の債券、デリバティブを組み込んだ複合金融商品であり、市場価格の変動、為替変動等

によるリスクを有しておりますが、時価評価及びポジション等の内容は定期的に執行役員

会に報告されております。 

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。 

未払法人税等は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払期日であります。 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

    平成30年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。 

 貸借対照表計上額（千円) 時価（千円) 差額（千円) 

(1)現金及び預金 1,793,722 1,793,722 ― 

(2)売掛金 443,675   

   貸倒引当金(※) △100   

    443,575 443,575 ― 

(3)投資有価証券 1,502,383 1,502,383 ― 

(4)関係会社株式 331,296 331,296 ― 

資産計 4,070,977 4,070,977 ― 

(1)買掛金 

(2)未払金 

(3)未払法人税等 

147,054 

119,384 

158,366 

147,054 

119,384 

158,366 

― 

― 

― 

負債計 424,805 424,805 ― 

  ※ 売掛金に含まれる貸倒引当金を控除しております。 
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  （注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 (2) 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(3) 投資有価証券 (4) 関係会社株式 

これらの時価については、株式は取引所の価格等によっており、債券は取引先金融機関

から提示された価格によっております。 

負債 

(1) 買掛金 (2)未払金 (3)未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

  （注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 396,809 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、(3)投資有価証券、(4)

関係会社株式には含まれておりません。 
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（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(1) 流動の部 

（繰延税金資産） 

未払事業税                   9,097千円 

賞与引当金                   7,492千円 

その他                      1,639千円 

計                  18,230千円 

(2) 固定の部 

（繰延税金資産） 

退職給付引当金                47,870千円 

役員退職慰労引当金              47,613千円 

投資有価証券評価損               8,274千円 

資産除去債務                  3,602千円 

その他の投資評価損               3,429千円 

その他                     3,437千円 

繰延税金資産計                114,229千円 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金           325,904千円 

資産除去債務                  1,091千円 

繰延税金負債計                  326,996千円 

繰延税金負債の純額               212,766千円 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

 

属性 
会社等 
の名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万
円) 

事業の
内容又
は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

その他 
の関係 
会社 

㈱イン
テック 

富山
県 
富山
市 

20,830 
情報・
通信業 

(被所有) 
直接16.1 

― 

ネ ッ ト
ワ ー ク
の 運 用
監 視 業
務 の 委
託 及 び
シ ス テ
ム開発 

ネ ッ ト ワ
ー ク の 運
用 監 視 業
務 の 委 託
(注2) 

745,767 買掛金 136,884 

シ ス テ ム
開発(注 2) 

333,784 未払金 80,375 

その他 
の関係 
会社 

ライオ
ン㈱ 

東京
都 
墨田
区 

34,433 
日用品 
製造販
売業 

(被所有) 
直接16.1 

兼任 
１名 

通 信 処
理 サ ー
ビ ス 等
の提供 

通 信 処 理
サ ー ビ ス
等 の 提 供
(注2) 

179,057 売掛金 33,294 

(注) １ 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２ 取引条件については、市場動向等を勘案して一般取引条件を参考に決定しております。 

３ ㈱インテックの議決権被所有割合の直接には、退職給付信託口を含んでおります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １．１株当たり純資産額                       670円02銭 

 ２．１株当たり当期純利益                     80円97銭 

   

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 
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会計監査人監査報告 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 

平成 30 年９月６日 

 
株 式 会 社 プ ラ ネ ッ ト 

取 締 役 会  御 中 

 

                 仰 星 監 査 法 人 

指  定  社 員 
公認会計士 岡本  悟 ㊞ 

業 務 執 行 社 員 

 

指  定  社 員 
公認会計士 三島  陽 ㊞ 

業 務 執 行 社 員 
 
当監査法人は、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、株式会社プラネットの平成 29 年８

月１日から平成 30 年７月 31 日までの第 33 期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 
以 上 
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監査役会監査報告 謄本 
 

監査報告 
当監査役会は、平成２９年８月１日から平成３０年７月３１日までの第３３期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の結果、監査役全員の一致し
た意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 

１．監査の方法及びその内容 
当監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。 
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、内部監査部門及びその他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備
に努めるとともに、取締役会及び執行役員会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が
法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及
び使用人等からその構築及び運用について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いた
しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討い
たしました。 
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証

するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日
企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上
の方法に基づき当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

   （１）事業報告等の監査結果 

      ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。 

      ② 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

      ③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。 

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。 

   （２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

      会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

       
     平成 30 年９月 11 日 

株式会社プラネット   監査役会 

常 勤 監 査 役 黒 岩 昭 雄 ㊞

監査役(社外監査役) 井 上 展 成 ㊞

監査役(社外監査役) 石 垣 禎 信 ㊞
 

 
以 上 
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株 主 総 会 参 考 書 類 
 

議案及び参考事項 
第１号議案 剰余金の処分の件 

当社は、経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定的な配当の実施に努
めてまいりたいと存じます。当期の期末配当につきましては、当期の業績を総合的に勘案い
たしまして、次のとおりといたしたいと存じます。 

 
  １．期末配当に関する事項 
   （1）配当財産の種類 
       金銭 
 
   （2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 
       当社普通株式１株につき金20円 
       総額132,617,780円 
 
   （3）剰余金の配当が効力を生じる日 

平成30年10月26日 
 

２．剰余金の処分に関する事項 
   （1）増加する剰余金の項目及びその額 
      別途積立金     40,000,000円 

（2）減少する剰余金の項目及びその額 
      繰越利益剰余金   40,000,000円 
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第２号議案 取締役８名選任の件 
取締役全員（７名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。 

   つきましては、取締役８名の選任をお願いするものであります。 
   取締役候補者は、次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

１ 

たま にゅう ひろ まさ 

玉 生 弘 昌 

(昭和19年９月８日生) 

昭和60年８月 
当社 常務取締役 

昭和63年12月 
 当社 専務取締役 
平成５年10月 
 当社 代表取締役社長 
平成16年１月 
 当社 代表取締役社長 執行役員社長 
平成24年10月 
 当社 代表取締役会長（現任） 

80,000株 なし 

２ 

た がみ まさ かつ 

田 上 正 勝 

(昭和39年３月９日生) 

平成５年３月 
当社入社 

平成18年10月 
 当社 執行役員 情報技術本部ネット
ワーク企画部長 

平成20年10月 
 当社 取締役 
 執行役員 情報技術本部副本部長兼ネ
ットワーク企画部長 

平成22年10月 
 当社 常務取締役 
 執行役員常務 ネットワーク本部副本
部長兼ネットワーク企画部長 

平成24年10月 
 当社 代表取締役社長 
 執行役員社長（現任） 

10,100株 なし 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

３ 

まつ もと とし お 

松 本 俊 男 

(昭和34年２月19日生) 

昭和56年４月 
株式会社インテック入社 

平成25年４月 
 同社 執行役員 ＣＩＯ情報システム
部長 

平成26年６月 
 同社退社 
平成26年７月 
 当社入社 
 執行役員 参与 
平成26年10月 
 当社 取締役 執行役員ＣＩＯ 
平成27年10月 
当社 常務取締役 執行役員常務 
ＣＩＯ 

平成28年４月 
当社 常務取締役 執行役員常務 
ネットワーク推進本部長 

平成30年８月 
当社 常務取締役 執行役員常務 
事業推進管轄役員（現任） 

1,000株 なし 

４ 

やま さき てつ や 

山 崎 哲 哉 

(昭和31年９月12日生) 

昭和55年４月 
 日本航空株式会社入社 
平成17年４月 
 同社 経理・財務、収入管理部 次長 
平成20年４月 
 同社 運航本部企画室 統括次長 
平成28年６月 

当社入社 参与 
平成28年10月 
 当社 取締役 執行役員 経営本部長 
平成30年８月 
 当社 取締役 執行役員  
経営管理管轄役員（現任） 

600株 なし 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

５ 

はま  いつ お 

濱  逸 夫 

(昭和29年３月14日生) 

昭和52年４月 
ライオン油脂株式会社（現ライオン株
式会社）入社 

平成24年１月 
 同社 代表取締役、取締役社長、 
 執行役員、最高執行責任者、リスク統
括管理担当 

平成24年10月 
 当社 取締役（現任） 
平成29年３月 
 ライオン株式会社 代表取締役、社長
執行役員、取締役会議長、最高経営責
任者（現任） 

０株 

当社はライオ
ン株式会社に
対し、通信処
理サービスを
提供しており
ます。 

６ 

きた おか たか ゆき 

北 岡 隆 之 

(昭和35年12月14日生) 

昭和59年４月 
株式会社インテック入社 

平成17年１月 
 同社 プロダクトソリューション営業
部長 

平成28年４月 
 同社 執行役員 企画本部長 
平成29年４月 
 同社 常務執行役員 企画本部長 
平成30年４月 
 同社 代表取締役社長（現任） 
平成30年６月 
 ＴＩＳ株式会社 取締役（現任） 

０株 

当社は株式会
社インテック
に対しネット
ワークの運用
監視業務及び
システム開発
を委託してお
ります。 

７ 

ひろ た こう じ 

廣 田 光 次 

(昭和24年５月８日生) 

昭和47年４月 
野村證券株式会社入社 

平成９年６月 
 国際証券株式会社（現三菱ＵＦＪモル
ガン・スタンレー証券株式会社）取締
役 

平成15年４月 
 株式会社東京ファイナンシャルプラン
ナーズ代表取締役副社長 

平成19年１月 
 ＣＳＫ－ＲＢ証券株式会社代表取締役 
平成22年10月 
 当社 取締役（現任） 

０株 なし 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

８ 

よし まつ てつ ろう 

吉 松 徹 郎 

(昭和47年８月13日生) 

平成８年４月 
アンダーセンコンサルティング株式会
社（現アクセンチュア株式会社）入社 

平成11年７月 
 有限会社アイ・スタイル（現株式会社
アイスタイル）設立 代表取締役社長 

 （現任） 

０株 なし 

 
（注) １ 各取締役候補者の所有する当社株式の数は、平成30年７月31日現在の状況を記載し

ております。 
   ２ 北岡隆之氏、吉松徹郎氏は新任候補者であります。 

３ 社外取締役候補者に関する事項 
（1）濱逸夫氏、北岡隆之氏、廣田光次氏及び吉松徹郎氏は、社外取締役候補者であ

ります。 
（2）当社は廣田光次氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

また、吉松徹郎氏を独立役員として届け出る予定であります。 
（3）社外取締役候補者とした理由 

①濱逸夫氏につきましては、ライオン株式会社の代表取締役社長を務められて
おり、経営者としての豊富な経験と幅広い見識のもとに、引き続き当社の経
営を監督していただくとともに、当社の経営全般に対し適切な助言を期待す
るものであります。 
なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって６年になります。 

②北岡隆之氏につきましては、株式会社インテックの代表取締役社長及びＴＩ
Ｓ株式会社の取締役を務められており、経営者としての豊富な経験と幅広い
見識及び情報技術分野での専門的な知識・経験のもとに、当社の経営を監督
していただくとともに、当社の経営全般に対し適切な助言を期待して社外取
締役として選任をお願いするものであります。 

③廣田光次氏につきましては、経営者としての豊富な経験と金融業界に精通し
た立場からのご意見を当社の経営に反映していただくため、引き続き当社の
社外取締役として選任をお願いするものであります。 
なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって８年になります。 

④吉松徹郎氏につきましては、株式会社アイスタイルの創設時から代表取締役
社長を務められており、経営者としての豊富な経験や化粧品を中心とする業
界に関する幅広い知識等をもとに、当社の経営を監督していただくとともに、
当社の経営全般に対し適切な助言を期待して社外取締役として選任をお願い
するものであります。 

（4）当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、濱逸夫氏、廣田光次氏との間
において、会社法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を、職務を行うに
つき善意でかつ重要な過失がないときに限り会社法第425条第１項各号に定め
る金額の合計額とする旨の責任限定契約を締結しております。なお、本議案が
承認可決され、濱逸夫氏、廣田光次氏が再選された場合、引き続き上記責任限
定契約を継続する予定であります。 

（5）本議案が承認可決され、北岡隆之氏、吉松徹郎氏が当社取締役に就任された場
合、当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、北岡隆之氏、吉松徹郎氏
との間において、会社法第423条第１項に定める賠償責任の限度額を、職務を
行うにつき善意でかつ重要な過失がないときに限り会社法第425条第１項各号
に定める金額の合計額とする旨の責任限定契約を締結する予定であります。 
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第３号議案 監査役１名選任の件 
  監査役石垣禎信氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。 
  つきましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。 
  なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 
  監査役候補者は、次のとおりであります。 
 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

いわ なり しん いち 

岩 成 真 一 

(昭和32年７月７日生) 

昭和55年３月 
 防衛省 航空自衛隊入隊 
平成21年３月 
 防衛省 航空幕僚監部 総務部長 
平成23年８月 
 防衛省 航空自衛隊 補給本部副本部長 
平成25年８月 
 同隊 航空開発実験集団司令官 空将 
平成27年８月 
 日本無線株式会社 アドバイザー（現任） 

０株 なし 

（注) １ 岩成真一氏は新任候補者であります。 
   ２ 岩成真一氏は社外監査役候補者であります。 
     なお、当社は同氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出る予定でありま

す。 
３ 岩成真一氏につきましては、情報セキュリティの専門性等、同氏がこれまで培って

きた知識や経験を当社の監査体制に活かし、客観的な立場から社外監査役としての
職務を適切に遂行することができると判断したためであります。また、前述の理由
から、同氏を社外監査役候補者といたしました。 

４  本議案が承認可決され、岩成真一氏が監査役に就任された場合、会社法第427条第１
項の規定に基づき、岩成真一氏との間において、会社法第423条第１項に定める賠償
責任の限度額を、職務を行うにつき善意でかつ重要な過失がないときに限り会社法
第425条第１項各号に定める金額の合計額とする旨の責任限定契約を締結する予定で
あります。 

 

第４号議案 補欠監査役１名選任の件 
  法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお

願いするものであります。 
  なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 
  補欠監査役候補者は、次のとおりであります。 
 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当社株式の数 

当社との特別の 
利 害 関 係 

まえ だ とも み 

前 田 智 美 

(昭和46年６月14日生) 

平成15年１月 
 辻・本郷税理士法人入社 
平成17年７月 
 税理士登録 
平成26年10月 
 同法人 相続部統括部長（現任） 
平成30年６月 
 独立行政法人農林漁業信用基金 監事就任
（非常勤）(現任) 

０株 なし 
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（注)１  前田智美氏は、社外監査役候補者であります。 
２  前田智美氏につきましては、同氏がこれまで培ってきた税理士の経験等を当社監査

体制に活かし、客観的立場から当社の経営を監査することが期待できることから、
補欠社外監査役として選任をお願いするものであります。 

 

第５号議案 役員賞与支給の件 

当期の業績等を勘案して、当期末時点の常勤取締役４名に対し、役員賞与総額32,000,000
円を支給することといたしたいと存じます。 

なお、各取締役に対する金額は取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 

第６号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 

本定時株主総会終結の時をもって任期満了により監査役を退任される石垣禎信氏に対し、
在任中の労に報いるため、｢監査役退職慰労金規程」に基づき相当額の範囲内で退職慰労金
を贈呈いたしたいと存じます。 

なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等については、監査役の協議によることにご
一任願いたいと存じます。 

 
氏      名 略            歴 

いし  がき さだ のぶ 

石 垣 禎 信  平成22年10月 当社 社外監査役（現在に至る） 

 

 
 

 
以 上 
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株主総会会場ご案内図 

 

会場：東京都港区浜松町一丁目31番 文化放送メディアプラス 
 

12階 文化放送メディアプラスホール 
 

交通：ＪＲ：山手線・京浜東北線 「浜松町駅」 北口正面 
 

都営地下鉄：浅草線・大江戸線 「大門駅」 Ｂ１出口前 
 

会場の建物の入口は２階にございますので、建物前の階段またはエレベータにて 

お越しください。 

 

 

 

電話：(03）6432－0480（株式会社プラネット経営本部管理部） 
 


